
特定非営利活動法人市民福祉ネットワーク多摩定款

平成 17年  6月  25日 作成



第 1章 総則

(名 称 )

第 1条  当法人は、特定非営利活動法人市民福祉ネ ットワーク多摩 と称 し、略

称をNPO福 祉ネットとする。

(事務所)

第2条 当法人は、事務所を東京都多摩市に置く。

(目 的)

第 3条 当法人は、必要 とする全ての人に対 して、等 しく福祉サー ビスが行き

渡 り、文化・芸術を楽 しみ、参加できる環境づくりや、子 どもから高齢者ま

で、共に豊かに地域で自立して生活 していけるまちづくりの実現を図るため

の事業を行い、もって社会全体の利益の増進に寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第 4条  当法人は、前条の目的を達成するために、次に掲げる種類の特定非営

利活動を行 う。

(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

(2)社会教育の増進を図る活動

(3)ま ちづくりの推進を図る活動

(4)文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

(5)以 上の活動を行 う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

(事業の種類)

第 5条 当法人は、第 3条の目的を達成するため、次の事業を行う。

(1)特定非営利活動に係る事業

①福祉サービス等の情報提供および情報交換に関する事業

②福祉サービス提供者の人材育成および交流に関する事業

③福祉サービス等の利用者支援に関する事業

④東京都福祉サービス第二者評価機関として、福祉サービス提供事業者の

評価に関する事業

⑤コミュニティカフェの運営による寄り合いの場と、利用者への飲食の提供

による地域の活性化および、まちづくりの推進を図る事業

⑥ライブや演芸など様々な催し物の開催により、地域の世代間交流を計る場

の提供に関する事業

⑦ライブや演芸など様々な活動を行う団体・個人への場の提供、助言又は援

助に関する事業

③診療所の運営事業

⑨前各号に付帯する一切の事業

⑩その他の本会の目的達成のために必要な事業



第 2章 会員

(会員の種類)

第 6条  当法人には、次に掲げる会員を置き、正会員をもって特定非営利活動

促進法 (以下 「法」とい う)上の社員 とする。

(1)正会員 本会の目的に賛同して入会 した個人および団体

(2)そ の他の会員 理事会が別に規則において定めた会員

(入会)

第 7条  当法人の正会員になろうとする者は、別に定める入会申込書を代表に

提出する。

2 前項の入会申込者は、正当な理由がない限 り入会を承認 し、代表は入会申込

者に対 しこれを通知するものとする。

3 前項の通知を受けたものは、入会金 と年会費を払い込むことによって正会員

となることができる。

4 当法人のその他の会員になろうとする者は、理事会が別に規則において定め

た方法によって、その他の会員になることができる。

5 法人または団体たる会員にあっては、法人または団体の代表者 として当法人

に対 しその権利を行使する 1人の者 (以下、 「会員代表者」とい う)を定め、

代表に届け出なければならない。

6 会員代表者を変更した場合は、速やかに代表にその旨を届け出なければなら

ない。

(入会金および会費)

第8条 入会金および年会費の額は、別に総会で定めるものとする。

(退会)

第 9条 会員で当法人を退会 しようとする者は、別に定める退会届を代表に提

出し任意に退会することができる。

2 会員が次の各号の一に該当するときは、理事会の議決を経て、退会 したもの

とみなすことができる。

(1)死亡しまたは失踪宣告をうけたとき

(2)法人または団体が解散 したとき

(3)会員が会費を 1年以上滞納 したとき

(除名)

第 10条 会員が次のいずれかに該当する場合は、理事会において出席 した理事

の 3分の 2以上の議決に基づき、これを除名することができる。

(1)法令、当法人の定款または規則に違反 したとき

(2)当 法人の名誉を毀損 し、または当法人の目的に反する行為をしたとき

2 前項の規定により会員を除名する場合は、当該会員にあらかじめ通知すると

ともに、議決の前に、当該会員に弁明の機会を与えなければならない。

(会費等の不返還)

第 11条 当法人は、すでに納入された会費その他の拠出金品は返還 しない。
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第 3章 役員

(役員の種類および定数)

第 12条 当法人に、役員として理事 3人以上と監事 1人以上を置く。
2 理事のうち、 1人を代表、 2人を副代表とする。

(選任等 )

第 13条 理事および監事は総会において正会員 (団体にあつてはその代表者 )

の うちから選任する。

2 総会が招集 されるまでの間において、補欠または増員のため理事または監事

を緊急に選任する必要があるときは、前項および第 21条の規定にかかわらず、

理事会の議決によりこれを選任することができる。 この場合においては、当

該理事会開催後最初に開催する総会において承認を受けなければならない。

3 代表・副代表は、理事会において理事の互選により定める。

4 監事は、理事または当法人の職員を兼ねることはできない。

(職務)

第 14条 代表は、当法人を代表 し、その業務を統括する。

2 副代表は、代表を補佐 し、代表に事故があるとき、または代表が欠けたとき

は、理事会においてあらかじめ定めた順序によりその職務を代行する。

3 理事は、理事会を構成 し、この定款の定めおよび理事会の議決に基づき、当

法人の業務を執行する。

4 監事は、次に掲げる職務を行 う。

(1)理事の業務執行の状況を監査すること

(2)特定非営利活動法人の財産の状況を監査すること

(3)前二号の規定による監査の結果、特定非営利活動法人の業務または財産に

関し不正の行為または法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを

発見 した場合には、これを総会または所轄庁に報告すること

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること

(5)理事の業務執行の状況または特定非営利活動法人の財産の状況について、

理事に意見を述べること

(任期等)

第 15条 役員の任期は 2年 とする。ただし再任を妨げない。

2 補欠または増員により選任 された役員の任期は、前項の規定にかかわらず、

前任者または他の現任者の残任期間とする。

3 役員は、辞任または任期満了の後においても、第 12条第 1項に定める最小

の役員数を欠 く場合には、後任者が就任するまではその業務を行わなければ

ならない。

(欠員補充)

第 16条 理事または監事の うち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたとき

は、遅滞なくこれを補充しなければならない。
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(解任)

第 17条 役員が次の各号の一に該当するときは、総会において出席した正会員
の過半数の議決を経て、当該役員を解任することができる。

{1)心身の故障のために職務の執行に堪えないと認められるとき

(2)職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があると認めら

れるとき

(報酬等)

第 18条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができ

る。

2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。

3 前 2項に関 し、必要な事項は、総会の議決を経て、代表が別に定める。

(願間)

第 19条 当法人に顧間を置 くことができる。

2 顧間は、学識経験者または当法人に功労のあつた者の うちから、理事会の推

薦により代表が委嘱する。

3 顧間は当法人の運営に関して代表の諮問に答え、または代表に対 して意見を

述べる。

4 顧間の任期は、 2年 とする。ただし再任を妨げない。

第4章 総会

(種別)

第 20条  当法人の総会は、通常総会および臨時総会の 2種類 とする。

(構成)

第 21条 総会は正会員をもって構成する。ただし、社員でない会員等の出席や

発言も可能であるが、議決権を持つことはできない。

(権能)

第 22条 総会は、本会の運営に関する次の事項を議決する。

(1)事業報告および決算の承認

(2)役員の選任および解任、職務、報酬

(3)入会金および年会費の額

(4)定款の変更

(5)合併

(6)解散

(7)解散 した場合の残余財産の処分

(8)そ の他、理事会が総会に付すべき事項 として議決 した事項

(開催)

第 23条 通常総会は、毎年 1回、毎事業年度終了後3ヶ 月以内に開催する。
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2 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

(1)理事会が必要 と認め、招集の請求をした場合

(2)正会員の 4分の 1以上から会議の目的たる事項を示 して請求があった場合

(3)第 14条第 4項第 4号の規定により、監事が招集 した場合

(招集)

第 24条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除き、代表が招集する。

2 総会を招集する場合は、日時および場所ならびに会議の目的たる事項および

その内容を示 した書面をもって、開催 日の 2週間前までに招集通知を発信 し

て行わなければならない。

3 前条第 2項第 1号および第 2号の規定による請求があったときは、代表は速

やかに総会を招集 しなければならない。 この請求があったにもかかわらず、

代表がこの請求のときから lヶ 月以内に会議を招集 しないときは、請求をし

た者の代表者が、会議を招集することができる。

(議長)

第 25条 総会の議長は、出席 した理事のうちから代表が指名する。ただし、第

23条第 2項第 3号による場合において、臨時総会を開催 したときは、出席 し

た正会員の うちから議長を選出する。

(定足数)

第 26条 総会は、正会員総数の過半数の出席がなければ議決することはできな

い 。

(議決)

第 27条 総会の議決は、この定款に定めるもののほか、出席 した正会員の過半

数をもって決 し、可否同数のときは議長の決するところによる。

2 総会において、第 24条第 2項または第 3項の規定によりあらかじめ通知さ

れた事項についてのみ議決することができる。ただ し、議事が緊急を要する

もので、出席 した正会員の 3分の 2以上の同意があった場合は、この限 りで

はない。

3 議決すべき事項につき特別な利害関係を有する正会員は、当該事項について

表決権を行使することができない。

(書面表決等)

第 28条 総会に出席 しない正会員は、あらかじめ通知 された事項について、書

面または代理人をもって表決権を行使することができる。

2 前項の代理人は、代理権を証する書面を会議ごとに議長に提出しなければな

らない。

3 第 1項の規定により表決権を行使する正会員は、第 26条および前条第 1項

の規定の適用については出席 したものとみなす。

(議事録 )

第 29条 総会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければ

ならない。
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{1)日 時および場所

(2)正会員の現在数

(3)出席 した正会員の数

(4)審議事項

(5)議事の経過の概要と議決の結果

(6)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長および出席 した正会員の うちからその会議において選任 さ

れた議事録署名人 2人以上が署名 しなければならない。

第 5章 理事会

(構成)

第 30条 理事会は、理事をもって構成する。

2 監事は、理事会に出席 し意見を述べることができる。

(権能)

第 31条 理事会は、この定款で定めるもののほか、次の事項を議決する。

(1)総会に付議すべき事項

(2)そ の他運営に関する事項

(運営方法)

第 32条 理事会の開催、招集、議長、定足数、議決、書面評決、議事録などの

理事会の運営方法は、理事会の議決を経て、代表が定める規則による。

第 6章 資産および会計

(資産の構成)

第 33条  当法人の資産は、次に掲げるものをもって構成する。

(1)事業に伴 う収入

(2)入会金および会費

(3)寄付金品

(4)財産から生 じる収入

(5)その他の収入

(資産の管理)

第 34条  当法人の資産は代表が管理 し、その管理方法は理事会の議決による。

(経費の支弁)

第 35条 当法人の経費は、資産をもって支弁する。
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第 36条 当法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わ

る。

2 会計の方法、区分、予算の決定 0変更、決算、事業計画、事業報告などの事

項は、総会の議決による。

第7章 定款の変更、解散等

(定款の変更)

第 37条  この定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の過半数

の議決を経て、かつ特定非営利活動促進法第 25条第 3項に規定する軽微な事

項を除いては、所轄庁の認証を得なければならない。ただし可否同数のとき

は、議長の決するところによる。

2 前項の軽微な事項に係る定款の変更を行った場合には、速やかに所轄庁にそ

の旨を届け出なければならない。

(解散)

第 38条  当法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議
(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能
(3)正会員の欠亡
(4)合併
(5)破産
(6)所轄庁による認証の取消 し
2 前項第 1号の規定に基づき解散する場合は、正会員総数の 5分の 1以上が出

席 した総会において、出席 した正会員の 3分の 2以上の議決を得なければな

らない。
3 第 1項第 2号の規定に基づき解散する場合は、所轄庁の認定を得なければな

らない。
4 この法人が解散 したときは、理事が清算人となる。

(合併)

第 39条 当法人は、正会員総数の 5分の 1以上が出席 した総会において、出席

した正会員の 3分の 2以上の議決を得、かつ所轄庁の認証を受けなければ、

合併することはできない。

(残余財産の帰属先)

第 和 条 当法人が解散の際に有する残余財産は、総会において出席 した正会員

の過半数をもって決 した特定非営利活動法人または社団法人、財団法人、社

会福祉法人に寄付するものとする。

(公告の方法)

第 41乗 当法人の公告は、当法人の事務所の前の掲示板に掲示するとともに、

官報に掲載 して行 う。

ただし、貸借対照表の公告については、この法人のホームページに掲載 して

行 う。
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第 8章 雑則

(事務局)

第 42条 当法人は、事務を処理するため事務局を置 く。

2 事務局の組織および運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、代表が

別に定める。

(実施細則)

第 43条 この定款の実施に関して必要な細則は、理事会の議決を経て、代表が

別に定める。

付則

1 この定款は、本会が法人 として成立 した日から施行する。

2 当法人の設立当初の、入会金および年会費の額は、第 8条の規定にかかわ

らず、設立総会で定めるものとする。

3 当法人の設立当初の役員は、第 13条第 1項および第 3項の規定にかかわら

ず、次に掲げる者 とする。その任期は、第 15条第 1項の規定にかかわらず、 成

立の日から平成 13年 の通常総会までとする。

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

理事

監事

福島

中村

渡辺

阿部

木村

高梨

高橋

戸崎

笛木

藤尾

星

松原

松山

新井

(代表 )

(副代表 )

(副代表 )

真

健二

和則

仁

美樹子

孝江

淳

毅

誠

且二

和男

博光

(美沙子)美佐子

和彦

4 当法人の設立当初の事業年度は、第 36条第 1項の規定にかかわ らず、成立

の 日か ら平成 13年 3月 31日 まで とす る。

5 当法人の設立当初の事業計画お よび収支予算は、第 36条第 2項の規定にか

かわ らず、設立総会の定めるところによる。

6 この定款は 2003年 4月 30日 か ら施行す る。

7 この定款は 2005年 10月  4日 か ら施行す る。

8 この定款は 2018年 9月  29日 か ら施行す る。

9 この定款は 2025年  月   日か ら施行す る。
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2025年度事業計画

2025年度  事業計画

2025年   4月  1日 か ら 2026年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人 市民福祉ネットワーク多摩

1事業の成果

①福祉サービス等の情報提供および情報交換に関する事業1
・ホームページ・各メーリングリスト等、インターネットにおける福祉情報の提供・情報交換

② 福祉サービス等の情報提供および情報交換に関する事業2
・ (1)全ての人が分け隔てなく交流し、障害や福祉に対する理解を促進するため、地域で活動する他団体との協力・連携を深めると

ともに、地域イベントを企画・共催し、障害のある方の活躍の場、市民に対する情報提供の場を提供する。

(2)誰もが活躍できる街づくりを行うことを目的として、他団体との共催で市民向け講座を開催する。

③ 東京都福祉サービス第二者評価機関として、福祉サービス提供事業者の評価に関する事業
・東京都福祉サービス第二者評価機関として、当法人の目的でもある、必要とする全ての人に対して、等しく福祉サービスが行き

渡るよう、福祉サービス提供事業者の評価に関する事業。
(2025年 度は第二者評価として、東京都認証・認可保育園。こども園を対象に10園以上評価予定)

④ 診療所の運営事業
・地域社会の健康と福祉の向上を目指し、予防医療から看取りまでを含めた包括的な医療サービスを提供。さらに、**グリーフケ

ア(悲嘆ケア)**を通じて、喪失を経験した方々の心のケアにも取り組み、独居の方々を地域で支える仕組みを整え、疑似家族の

形成を促進することで、誰もが孤立せずに支え合える循環型の地域社会の実現を目標とする。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容

実 施

日 時

実 施

場 所

従事者

の人数

受益対象者
の範囲及び

人数

支出額

(千 円)

福祉サービス等の情報提供および

情報交換に関する事業1

ホームページ。各メーリングリス

ト等、インターネットにおける福

祉情報の提供・情報交換。

2025年4月 ～

2026年 3月

法人
事務局

1名

インターネットに接続可能な

福祉サービスの情報提供・

情報交換等を必要としてい

る人全て 不特定多数

13.20

福祉サービス等の情報提供および

情報交換に関する(利用者支援)事

業2

①障害の理解促進に関する市
民公開講座を開催する。
②障害のある方の活躍・情報
提供の機会を提供する。

2025年 4月 ～

2026`年3月

①永山公民館
②多摩市内近
隣センター

5名
多摩市及び近隣に在住の

方、市内福祉事業者及び
その利用者他

360.00

東京都福祉サービス第二者評価機

関として、福祉サービス提供事業者
の評価に関する事業

東京都福祉サービス第二者評

価を実施。

2025年 4月 ～

2026`年 :3月

福祉施設
(認可・認証保

育所、認定こど
も園)

11名
福祉施設(認可・認証保育

所、認定こども園)の利用

者。事業者 10園以上
6500.00

診療所の運営事業

地域社会の健康と福祉の向上

を目指し、予防医療から看取り
までを含めた包括的な医療
サービスを提供。

2025年 6月 ～

2026年 3月

法人クリニック

(多摩市豊ヶ丘)

3名

地域住民およびその家族を

中心とし、特に高齢者や独
居の方、認知症の方とその

介護者、終末期の支援が

必要な方々を含みます。加

えて、予防医療や健康づく
りに関心のある幅広い世代
にも支援を提供し、多世代
が関わる地域のネットワーク

を構築します。対象人数
は、地域の規模やニーズに

応じて柔軟に対応し、継続
的な支援を行います。

21706.00



2026年度事業計画

2026年

2026年度  事業計画

4月  1日 か ら 2027年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人 市民福祉ネットワーク多摩

1事業の成果

① 福祉サービス等の情報提供および情報交換に関する事業1
・ホームページ・各メーリングリスト等、インターネットにおける福祉情報の提供・情報交換

② 福祉サービス等の情報提供および情報交換に関する事業2
・ (1)全ての人が分け隔てなく交流し、障害や福祉に対する理解を促進するため、地域で活動する他団体との協力・連携を深めると

ともに、地域イベントを企画・共催し、障害のある方の活躍の場、市民に対する情報提供の場を提供する。
(2)誰もが活躍できる街づくりを行うことを目的として、他団体との共催で市民向け講座を開催する。

0東京都福祉サービス第二者評価機関として、福祉サービス提供事業者の評価に関する事業
。東京都福祉サービス第二者評価機関として、当法人の目的でもある、必要とする全ての人に対して、等しく福祉サービスが行き
渡るよう、福祉サービス提供事業者の評価に関する事業。
(2026年度は第二者評価として、東京都認証・認可保育園。こども園を対象に10園以上評価予定)

④ 診療所の運営事業
・ 地域社会の健康と福祉の向上を目指し、予防医療から看取りまでを含めた包括的な医療サービスを提供。さらに、**グリーフケ

ア(悲嘆ケア)**を通じて、喪失を経験した方々の心のケアにも取り組み、独居の方々を地域で支える仕組みを整え、疑似家族の

形成を促進することで、誰もが孤立せずに支え合える循環型の地域社会の実現を目標とする。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容
実 施

日 時

実 施

場 所

従事者

の人数

受益対象者
の範囲及び

人数

支出額

(千円)

福祉サービス等の情報提供および
情報交換に関する事業1

ホームページ。各メーリングリス

ト等、インターネットにおける福
祉情報の提供・情報交換.

2026年4月 ～
2027年 3月

法人
事務局

1名

インターネットに接続可能な
福祉サービスの情報提供・

情報交換等を必要としてい

る人全て 不特定多数

13.20

福祉サービス等の情報提供および

情報交換に関する(利用者支援)事

業2

①障害の理解促進に関する市
民公開講座を開催する。
②障害のある方の活躍。情報
提供の機会を提供する。

2026年 4月 ～
2027年 3月

①永山公民館
②多摩市内近
隣センター

5名
多摩市及び近隣に在住の
方、市内福祉事業者及び
その利用者他

360.00

東京都福祉サービス第二者評価機
関として、福祉サービス提供事業者
の評価に関する事業

東京都福祉サービス第二者評
価を実施。

2026年4月 ～

2027年 3月

福祉施設
(認、可'認証保
育所、認定こど

も園)

11名
福祉施設(認可・認証保育
所、認定こども園)の利用
者。事業者 10園以上

5000.00

診療所の運営事業

地域社会の健康と福社の向上
を目指し、予防医療から看取り
までを含めた包括的な医療
サービスを提供。

2026年 4月 ～

2027年 3月
法人クリニック
(多摩市豊ヶ丘)

3名

地域住民およびその家族を
中心とし、特に高齢者や独
居の方、認知症の方とその

介護者、終末期の支援が
必要な方々を含みます。加
えて、予防医療や健康づく
りに関心のある幅広い世代
にも支援を提供し、多世代
が関わる地域のネットワーク
を構築します。対象人数
は、地域の規模やニーズに
応じて柔軟に対応し、継続
的な支援を行います。

22594,00



2025年度活動予算書
2025年 4月 1日 から2026年 3月 31日まで

特定非営利活動法人 市民福祉ネットワーク多摩

金 箱科
自
日

I 経常収益
1受取会費

受取入会金
受取会費

2受取寄附金
受取寄附金

3受取助成金等
受取民間助成金

4事業収益
(1)情報提供・情報交換事業収入

(2)利用者支援事業収入

(3)第二者評価事業収入

(4)診療所運営事業収入

5その他収益
受取利息
雑収入

経常収希計

0

30,000

0

0

0

0

8,000,000

22,800,000

10
10

0

30,000

0

0

0

0

8,000,000

22,800,000

20

30,830,020

Ⅱ 経常費用
1事業費
(1)人件費

給与手当
法定福利費
福利厚
人件費

生
計

9,600,000

1,530,000

480,000
11,610,000

(2)そ の他経費
材料費
水光熱費
旅費交通費
保険料
通信運搬費
消耗品費
交際費
修繕費
会議費
研修費
賃借料
諸謝金
委託費
雑費
減価償却費
施設整備費
リース料
諸会費
租税公課
その他経書 計

∞

∞

００

７６

００

２３

００

００

８

８

０

０

４

３

０

０

21,200

1,o25,476

5,000,000

396,000

106,600
750,000
500,000

500,000
250,000

250,000
13.055.276

事業者計 24.665.276

2管理費
(1)人件費

役員報酬
人件費計

人件費計

500,000

500,000
1.000.000

消耗品費
賃借料

諸謝金

諸会費
雑費
その他経を 計

(2)そ の他経費
旅費交通費
通信運搬費

0

20,000
200,000
660,000
124,300

1.005.300
1,000

管聟書計 1.505.300

経常費用計 26.170.576

当期経常増減額 4.659.444

4,659,444

0

874.912

０

一

Ⅲ 経常外収益
経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税・住民税及び事業税
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額 5,534,356



2020年度活動予算書
2026年 4月 1日から2027年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 市民福祉ネットワーク多摩

科 目 金 箱

34.055.020

0

30,000

0

0

0

0

8,000,000

26,025,000

10

10

0

30,000

0

0

0

0

8,000,000

26,025,000

20

I 経常収益
1受取会費

受取入会金
受取会費

2受取寄附金
受取寄附金

3受取助成金等
受取民間助成金

4事業収益
(1)情報提供・情報交換事業収入

(2)利用者支援事業収入

(3)第二者評価事業収入

(4)診療所運営事業収入

5その他収益

受取利息
雑収入

経常収益計

Π 経常費用
1事業費
(1)人件費

給与手当

法定福利費
福利厚生
人件脅計

9,600,000

1,530,000

580,000
11,710,000

2,602,000

700,000

300,000

209,768
440,000
270,464
100,000

100,000

0
21,200

1,025,476

5,000,000
396,000
106,600
710,000

500,000

500,000
250,000
290,000

13.521.508

賃借料
諸謝金
委託費
雑費
減価償却費
施設整備費
リース料
諸会費
租税公課
その他経費 計

(2)その他経費
材料費
水光熱費
旅費交通費
保険料
通信運搬費
消耗品費
交際費
修繕費
会議費
研修費

25.231.508事業者計

500,000

500,000

1.000.000

2管理費
(1)人件費

役員報酬
人件費計

人件費計
(2)そ の他経費

旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
賃借料
諸謝金

諸会費
雑費
その他経費 計

0

20,000
200,000

660,000

124,300

1,000

1,005,300
1.505.300管理費計

26.736.808経 常費 用計
7.318.212当期経 常増減 額

7,318,212

0

塁」過3生 356
12,852.568

皿 経常外収益
経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税・住民税及び事業税
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額


